
全員一致の合意の条件
-選好形成メカニズムのモデル化を通して-

小林盾＊
この論文の目的は，従来の社会的選択理論では定式化されてこなかった選好の変化のモデルを構成するこ
とで，各行為者が異なる評価原理に基づいて選好を形成し，かつその選好が時間的に変化する時に，全員一
致という強い合意が成立するための条件を求めることである。提案するモデルでは，選好形成メカニズムと
して，前期における各行為者の効用値を各々が固有の仕方で凸結合して今期の自分の効用値とすると仮定す
る。この時，原理プロファイルを凸結合係数からなる行列で表現すると，推移確率行列として扱うことがで
きる。結論として，全他者に少しずつでも道徳的に配慮するのであれば各行為者がどのような評価原理に基
づいても，初期の意見の組み合わせに関わらず，意見の調整を無限に繰り返すことによって，必ず全員一致
の合意が成立することを示すことができる。

能であるのかを検討することは，相互作用があ
る社会的選択を考える上で重要であるのみなら
ず，必要でもあろう。
しかし，従来の社会的選択理論では，選好が

多様な評価原理に基づき変化することに，数学
的なモデルが与えられてこなかった(1)。そこ

１．はじめに

1.1．関心
集団で何らかの選択を行う時には，各自が最

初の意見を最後まで保持して意地を張り合うこ
ともあるが，相互作用の中で他者に配慮するこ
とで意見が変化して，最終的にはある程度共通
化された何らかの意味での合意に至る場合もあ
る。例えば，映画「十二人の怒れる男」では，
初め有罪か無罪かで陪審員達の意見が対立して
いたが，議論を繰り返した結果，全員一致で無
罪の評決に合意した。
こうした過程において，各自はそれぞれの正

義観や人間観といった多様な「評価原理」に基
づいて，個人的な利害を超えた道徳的な評価を
形作る。またその結果，評価を「変化」させて
いく。従って，評価が多様な評価原理に基づき
変化する時に，全員一致の合意がどの場合に可

でこの論文においては， ｊ句が多様な評価
．＋は

の自．Ｈｐ-､’ ’ '1が

る条件を求めることを目的としたい。 なおここ
で「社会的選択」とは，各行為者が持つ選好や
効用関数といった多様な評価から，社会全体の
一意の評価を導くことを指す。また便利のため
に，選好形成において，それが多様な評価原理
に基づくことと，選好が変化することとを併せ
て「選好形成メカニズム」と呼ぶことにした
い。

1.2．先行研究

ソシオロゴス１９９８伽2２
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好形成における多様な評価原理と選好の変化を
社会的選択のモデルに盛り込む必要があること
が，既に問題提起されてきた。古くはセン
[Sen,1974→1982=1989]が，ある選好より他の
選好の方が望ましいという「選好に関する選好」
を扱うべきという方針を提示した。最近ではヘ
クターとカナザワ[Hechter&Kanazawa,1997]
が，「人間の行動を動機づける諸価値の起源と
性質を理解し始めるべきである」([Hechter&
Kanazawa,1997:208])と提案して，自分の効用
の最大化という評価原理以外にも，選好形成の
背後にある評価原理が多様であることを指摘し
た。

さて，社会的選択理論は，行為者の評価から，
一つの評価を社会全体が持つことがいかに可能
か（あるいは不可能か）ということを明らかに
してきた。しかし，多様な評価原理に基づく選
好の変化のモデル化は不十分であった。
第一，まず評価原理の多様性については，

個々の評価原理に基づいた選好形成のモデルが
数多く検討されてきた。例えば，ハーサニ
[Harsanyi,1977]は，ベンサム[Bentham,1789-=
1962=1979]の提案による功利主義原理が，不
確実性のある時に評価原理として採用されるこ
とを示した。また，ハモンド[Hammond,1976]
は，ロールズ[Rawls,1971=1979]が提唱した
格差原理の社会的厚生関数としての必要十分
条件を求め，ダスプルモンとジュベール
[d'Aspremont&Gevers,1977]は功利主義原理の
必要十分条件を求めた。更にドゥシャンとゲヴ
アース[Deschamps&Gevers,1978]は，この二
つの原理に共通する条件を明らかにした。また，
鈴村[1982:274]は，スッピス[Suppes,1966]が
提案した公正原理に依拠した評価原理を用いれ
ば，リベラルパラドクスが解消されることを示
した。しかし，多様な評価原理を一つの社会的
選択の中で一括して扱うモデルは，これまで与
えられてこなかった。
第二，選好の変化については，アロウ

[Arrow,1951→1963=1977]が証明した民主主義
の不可能性定理においても，セン[Sen,1970a-"
1982=1989］が証明した自由主義の不可能性定
理においても，「定義域の無限定性」条件を課
して自由な選好の多様性を重視したため，選好
が所与とされて，合意に向けて変化することは
ないと仮定してきた。そもそも，社会的選択理
論の枠組みでは時間が変数として入らないた
め，選好の変化を扱うことができなかった。
ところで，こうした理論的状況に対して，選

1.3．問題と事例
そこで，必要であることは長く指摘されなが
ら，これまで具体的にモデル化されることがな
かった選好形成メカニズムを，この論文では具
体的に定式化していきたい(2)。その時に，次
の方針を採ることがこの目的にとって有益であ
ろう。
(1)選好の変化を，選好が「繰り返し」て形成
された結果であると仮定したい。
(2)多様な評価原理を，行為者間では「多様」
であるが，各行為者にとっては時間的に「一貫」
していると仮定しよう。すると，自分の効用の
みからある社会状態の評価を行う利己主義原理
や，その逆に他者のみから評価を行う利他主義
原理や，全員の効用の平均から評価する功利主
義原理などを同列に扱うことができる。
(3)多様な評価原理を扱うのであるから，どの
｢評価原理同士の組み合わせ」なら全員一致が
可能となるのかを検討する必要があろう。

鳥者が多応そこで，

虻 す る 許 韓ょ同､'仙
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の垂學で検『 更にその評価を全社会状態でまとめて「社会的
効用関数」を構成すれば，全員一致で合意する
社会的選択が可能となる。
なお，選好順序と効用関数は，ある自然な条

件を満たせば一意に対応することが知られてい
る(IKreps,1988:ch.1]より)。そこで以下では
｢選好」という表現で，順序か実数値かに関わ
らず，個人の評価を表すことにしたい。

したいＱ
なお，この問題において念頭に置いている具

体的な事例には，小規模の委員会での協議を典
型とする「継続して繰り返される交渉」が該当
する。ただし，話し合いによって変わるのは選
好のみであり，説得によって評価原理が変わる
場合は想定していない。行為者は個人に限定さ
れず，国家や企業といった集団でも構わない。
なお，従来の社会的選択理論が対象としてきた
｢投票制度」は継続せず-度きりであるが，こ
の論文で扱うのは言わば投票する前の繰り返さ
れる交渉である。

2.2．各期における選好の表現
では，具体的にモデルを構成していこう。各

行為者jEN={l,2,…,"}(〃は有限集合）の，
1期(I=0,1,2,…）における社会状態ｘに関す
る効用値は,"'(x,j)で与えられる。ここで便利
のために，ある社会状態に関する全行為者の効
用値を一つのベクトルで表現しておこう。ｒ期
における社会状態ｘに関する全行為者の効用値
を縦に並べた〃次元縦ベクトル

，． 繰り返し選好形成モデル

2.1．モデルの全体像
さて，この論文で用いるモデルの全体像は次

の通りである。
(1)個人的選択：各行為者は一貫した「原理」
に基づいて，前期における自分を含んだ全行為
者の評価（これは効用値として表現される）を
凸結合することで，社会状態を道徳的に再評価
した今期の効用値を形成する。この選好形成は
全員で同時に行われ，それが無限回繰り返され
る。この時各行為者が持つ原理は，凸結合の係
数からなる，形式的には推移確率ベクトルに等
しい「原理ベクトル」によって表現できる。ま
た，全行為者の原理は，各原理ベクトルを行ベ
クトルとする，形式的には推移確率行列に等し
い「原理プロファイル行列」によって表現でき
る。
(2)社会的選択：各社会状態に関して，無限期
において各行為者の効用値が収束し，かつ行為
者の間でそれが一致する時，社会はその値をあ
る社会状態に関する全員一致の評価とみなす。

｜:剛"I(x)=

を，社会状態ｘに関する効用値ベクトルと呼ぶ。
第ｊ要素は,r期における社会状態ｘに関する
行為者ｊの効用値"'(x,j)を表す。
各行為者の評価原理に基づく選好形成とその
変化は，次のメカニズムを持つと仮定する。各
行為者ｊは，前期'-１期の効用値ベクトルを
情報的基礎として，次に定義する凸結合原理に
基づいて１期の選好を形成する。

定義全行為者の前期における効用値〃r-1(",
l),…,"'-1(x,")を凸結合して今期の自分の効
用値〃(x,j)とする任意の評価原理を，凸鎧金
屋理と呼ぶ。つまり，
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付けｐ〃を表している。
なお，選好形成が基づく諸評価原理のうち，

斉時的であれば，利己主義や功利主義や格差原
理など代表的な評価原理を，この凸結合原理と
して表現できる(3)。

"I(x,j)=Zje"pｳ"'-I(x,j),Zﾉ筐"pl=1,
VﾉE":０≦勘≦1,1=1,2,…．

各行為者は，それぞれ固有の凸結合原理を持
ち，かつそれは時間を通じて変化しないし，社
会状態や相手の原理によって変化することもな
いと仮定する。また，他者の効用値に関する情
報は，共有知識であると仮定する。この凸結合
原理は，他者への道徳的な配慮を表現している
ため，選好形成における評価原理の一つの自然
な定式化と言えよう。なお，原理を全行為者で
まとめた組を原理プロファイルと呼ぶ。
ここで，便利のためにある凸結合原理を一つ

のベクトルで表現しよう。凸結合原理であれば，
凸結合の重み付け係数からなる〃次元横ベクト
ル

pi=(pi,,…,pim)E[O,1]",Zﾉ医JvRj=1
によって表現できるので,"iを行為者ｊの腱里
全ﾐ_Z_L_｣l４と呼ぶ。第ノ要素は，行為者ｊが凸結
合原理"iに基づいて前期における各行為者ノか
ら効用を得る時の，ｊへの重み付けｐ＃を表す。
ノ（ただしノはｊ本人も含む）への重み付けが０
であればノを無視し,1であればその人のみに
選好形成が依存することを表している。
更に便利のために，原理ベクトルを全行為者
についてまとめて一つの行列で表現しよう。原
理ベクトルを縦に並べた〃×〃の行列

3．全員一致の条件
3.1.f期における繰り返し選好形成
では，凸結合原理に基づいた選好形成が繰り

返された場合に選好がどう変化するのかを，有
限のＩ期までと無限期までとで求めていこう。
以下では，まず代表として社会状態ｘに着目し
て，無限期において全行為者のｘに関する効用
値が，ある条件の下で必ず全員一致することを
示すことで，全社会状態に関して全員一致の評
価が成立することを示していきたい。
Ｉ期における各行為者の効用値を求めよう。Ｉ

期における社会状態ｘに関するある行為者ｊの
効用値は，凸結合原理の定義より，

"'(x,j)=",・鹿'-I(x)
となり,jの原理ベクトルと前期の効用値ベク
トルとの内積で与えられる。これを全行為者に
ついてまとめると，社会状態ｘに関するｒ期の
効用値ベクトルは次となる。
"'(x,1)=PIJI-'(x)=P2"!-2(x)=…=P!"0(x).

従って，社会状態ｘに関するＩ期の効用値ベク
トルは，原理プロファイル行列のｒ乗と初期の
効用値ベクトルの積で与えられる。

｜...p l "
■ ●
● ●
● ●

…ｐ"〃｜：|;lP =
3.2．無限期における全員一致の条件
以上の準備を踏まえて，無限期において各行

為者の効用関数が収束する場合を検討していき
たい。求めたいのは，無限期の原理プロファイ
ル行列P｡｡=limr→｡｡Prが収束する場合のうち，
行ベクトルが一意に全て一致することで，一意
の社会的効用関数が定まるための条件である。

を考えると，これは凸結合原理からなる一つの
原理プロファイルを表しているため,Pを厘理
プロファイル行列と呼ぼう。この行列は，形式
的には一重確率行列として扱える。Ｐの(j,j)
要素は，行為者ｊの原理piに基づくノヘの重み
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その必要十分条件は，次の定理で与えられる。 ゐ一言の ’二

亙旦
定理（全員一致の必要十分条件）原理プロフ
ァイル行列を何期分か掛け合わせた時，任意の
行為者から任意の行為者への重み付けが正とな
る期が存在することが，無限期における原理プ
ロファイル行列が収束して行ベクトルが一意に
一致し，その行ベクトルの要素が全て正となる
ことの必要十分条件である。

３．３．-つの十分条件
ここで，この定理の社会学的含意を明らかに

するために，自明な十分条件を一つ挙げよう。

定義凸結合の係数が全て正である任意の凸結
合原理を，弱い功利主義原理と呼ぶ。

証明一般に，任意の状態から任意の状態へ推
移する確率が正となる（到達可能である）期が
存在する（混合的である）ことが，無限期にお
ける推移確率行列の行ベクトルが一意に等しく
なり，その要素である任意の推移確率が正とな
ることの必要十分条件である（国沢[１９８２:定
理6.2.1］より）。一方，原理プロフアイル行列
の任意の重み付けｐ〃がある期において正とな
るならば，原理プロファイル行列は混合的であ
る。（証明終）

この評価原理は，全ての行為者に軽重の差は
あれ配慮している点で，ベンサム[1789-
1962=1979]の意味で功利主義的である。また，
各行為者への重み付けが同じでなくとも構わな
い点で，等加重するハーサニ［1977］の意味で
の功利主義原理よりは弱い。なお極端な場合，
他者に殆ど０であるが正の重み付けをして残り
全てを自分に重み付けする言わば「殆ど利己主
義原理」や，殆ど１を特定の他者に重み付けし
てその他の行為者に殆どＯであるが正の重み付
けをする「殆ど権威主義原理」も，弱い功利主
義原理である。こうして，社会状態ｘに関する各行為者の効

用値が収束して，道徳的な評価が全員一致する
条件が明らかになった。他の社会状態y,Z,...
に関してもこの全員一致は同様に成立するの
で，定理は全ての社会状態x,y,Z,…に関して全
員一致の評価が成立する条件を示している。つ
まり，原理プロファイル行列が収束した結果一
致した行ベクトルをp*と置けば，全員一致し
た辻全日通l里閨数を"*(x)=p*･座0(x)となる社会
状態集合上の実数値関数“*として定義できる。
このp*･JJo(x)を社会状態ｘに関する社会的効用
値と呼ぼう。もし社会的効用値が複数の社会状
態の間で等しくなった場合は，社会的順序にお
いて無差別として扱えば，批会はこの社会的効
用関数"*に従って，全ての社会状熊に関して.

系（全員一致の十分条件）原理プロファイル
が，弱い功利主義原理である任意の凸結合原理
からなるのであれば，無限期における原理プロ
ファイル行列が収束して行ベクトルが一意に･一
致する。

証明弱い功利主義原理からなる原理プロファ
イル行列は，初期において混合的である。（証
明終）

3.4．含意と数値例
では，定理と系の含意を検討しよう。まず，
弱い功利主義原理に基づいて集団内では互いに
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配慮しあうが，その集団以外の行為者には重み
付け０を与える部分集団が複数ある場合を考え
よう。この時，他の部分集団の誰かの意見に配
慮する人が、各部分集団に少なくとも一人ずつ
いることで各部分集団がお互いに到達可能とな
るならば、全員一致の合意が定理より可能とな
る。なお，初期において任意の集団に到達可能
な行為者が各集団にいる場合は，弱い紐帯によ
って社会の統合が促進されるというグラノヴェ
ター[Granovetter,1973]の命題に対応している。
次に系は，そうした社会的分化がなく，初期
において任意の行為者が互いに配慮し合う場合
に，全員一致が成立することを示している。
我々は自分の評価に配慮しないことはまずない
し，同時に社会が小規模で顔の見える範囲であ
れば他者の評価にわずかずつでも配慮すること
はしばしばあろう。こうしてこの系は，功利主
義原理が殆ど利己主義原理や殆ど権威主義原理
と共存しても，全員一致の評価が可能であるこ
とを示している。
ここで理解のために，系に数値例を与えよう。

行為者は二人で，付和雷同する行為者ｌは功利
主義原理に，意固地な行為者２は殆ど利己主義
原理である弱い功利主義原理に基づくとしよ
う。この時，初期，２期，３期における原理プ
ロフアイル行列P,P2,P3は次となる。

4.議論

4.1．仮定の再検討
さて，全員一致の合意の条件として，この定

理と系はどのような仮定からどのような帰結を
導いているのであろうか。まず仮定としてこの
モデルでは，不変の評価原理に基づいて，各行
為者が一期前の全行為者の効用値を（そしてこ
れのみを）凸結合して，今期の効用値を形成す
ることを無限回繰り返すことを想定した。この
仮定は，現実の選好形成から見れば，確かに強
い仮定と言えよう。
この仮定から導かれた定理と系は，無限個の

全社会状態に関して全行為者の効用値が完全に
一致するという，非常に強い全員一致が成立す
ることを示している。従来の社会的選択理論で
は，二つの社会状態に関して順序が全員一致し
た場合（二項パレート性）を中心的に扱ってき
た（例えばセンのテキスト[Sen,1970b])ので，
定理と系が示す完全な全員一致という帰結は，
極めて強いものである。しかもその全員一致し
た社会的効用関数は，全行為者に正の重み付け
をするため無視される者がいない。従って，強
い仮定からではあるが，社会的選択に関する一
つの強い帰結を得たと言えよう。この時，各仮
定は次の役割を果たしていた。
(1)効用値を凸結合するという「凸性」の仮定
のおかげで，原理プロファイル行列が発散する
ことがない。この凸性は，功利主義原理や格差
原理や利己主義原理といった代表的な評価原理
が満たしている。
(2)全行為者の効用関数が共有知識であるとい
う「情報の完備性」を仮定することで，現実に
は相手の効用関数について思い違いが多いにも
関わらず，出発点の知識において合意の準備が

|"l｡''-IM+IMalｌｌP =

この時，収束して一致する原理ベクトルは
(1/6,5/6)であるので，無限期における原理プロ
ファイル行列は次となり，既に３期目にしてか
なり近づいていることが確認できる。

{淵ＩＰ．｡＝

-９７-



既に整っていた。
(3)選好形成の繰り返しの「無限性」を仮定す
ることで，実際には到達できない極限への収束
を扱うことができた。なお，この無限性は確か
に現実に起こることではないが，数値例からも
分かる通り各原理ベクトルは速やかに収束して
一致する。
これらの諸仮定以外に，情報的基礎が一期前

のみであるという「マルコフ性」の仮定と，評
価原理が社会状態や時間に関わりなく一貫して
いるという「斉時性」の仮定によって，数学的
な操作が容易となった。ただし，全員一致とい
う帰結に関して，本質的に貢献してはいない。

が個人的な利害には反したものであるため，こ
の無限期の効用値を受け入れるよりも初期の効
用値を受け取るとみなす方が自然かも知れな
い。そこで，二つの可能な解釈を挙げてみた
い。

(1)ここまでは，選好形成の過程を扱いたかっ
たため，選好が初期から無限期にかけて徐々に
変化していくと捉えてきた。従って，もし自分
の効用値にあくまでこだわるのであれば利己主
義原理を採用するであろうし，自分への重み付
けがｌではないなら「あなたの喜びは私の喜び，
あなたの痛みは私の痛み」として他者の効用値
を取り込むことを認めているであろうから，効
用値の上昇あるいは下降は本人の納得づくであ
ると解釈してきた。
(2)しかしむしろ，モデルにおいて変化したの
は選好ではなく，各行為者の評価原理であると
解釈して，繰り返しの結果評価原理が一つに収
束していったと捉えることも可能である。つま
り，このモデルを選好形成のメカニズムではな
く，共通の道徳的な評価原理の形成メカニズム
であったと解釈することもできよう。この時，
評価原理の形成メカニズムをモデル化したハー
サニ【1977]に従えば，共通の評価基準に基づ
いた無限期の効用値である「道徳的選好」〃.・
"0(x)は，全員一致した評価として社会的選択
の判断基準となるが，実際に各行為者が社会的
選択の結果受け取るのは，初期の効用値である
｢個人的選好」〃0(x,j)である。確かに，社会状
態を道徳的に再評価した効用値から，初期の効
用値をこうして区別する方が，選好形成メカニ
ズムにおける選好の変化を，交渉の結果として
捉えることが容易となるかも知れない。
この論文では(1)の立場を採ったが,(2)と妥

当性を比較するためには，今後の実証的な研究
が必要であろう。

4.2．個人的選好と道徳的選好
ところでこの論文の目的は，全員一致する社

会的選択が可能となる条件を明らかにすること
であった。この社会的選択の手続きは，全員一
致した社会的効用関数〃*によって与えられる
ので，効用値は無限期のみを扱えば十分であっ
た。ここではこの結論の含意として，各行為者
が社会的選択の後に得る効用値が，初期の効用
値なのか無限期のものなのかを検討したい。
この論文では，無限期において全員一致した

社会的効用値p*･"0(X)は，初期の評価"0(x,j)
を各行為者が道徳的に再評価することで徐々に
選好が変化して，最終的に自分の効用値として
受け入れるはずの値であると定式化してきた。
しかし，この社会的効用値が，各行為者にとっ
て望ましいとは限らない。例えば，初期では最
下位であった社会状態の効用値が，社会的効用
関数に基づくと上位となるため，無限期では他
の社会状態より高くなる場合がある。これは，
無理やり一つの効用関数を構成したために生じ
たひずみと言える。この時，行為者にとって社
会的効用値は，道徳的な配慮としては合意する
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てきた全社会状態に関する全員一致という強い
合意が，選好形成の凸性，情報の完備性，繰り
返しの無限性を仮定することで成立する。この
帰結は，従来の社会的選択理論でモデル化され
ることがなかった選好形成メカニズムを，初め
て定式化することによって得られた(4)。
なお今後への課題として，社会的選択の後に
行為者が得る効用値を明らかにすることと，誘
因両立的なメカニズムを設計することが必要で
あろう。また，格差原理を一般的に扱うために
は非斉時的なモデルが必要であり，前期の効用
値の積であるナッシュ積を今期の効用値とする
原理には，線型写像ではないモデルが必要とな
ろう。

4.3．戦略的操作の可能性
またこのモデルでは，評価原理の表明におい

て戦略的な操作が可能である。例えば，相手も
自分も功利主義原理に基づいている場合を考え
よう。この時，自分は殆ど利己主義原理に基づ
いていると表明した方が，正直に表明するより
も，全員一致した社会的効用関数に自分の効用
値を反映させ易くなる（数値例を参照)。なお，
この場合のように相手が殆ど利己主義原理に基
づくことが分かっていれば，自分も殆ど利己主
義原理であると表明することが対抗策となる。
しかし，モデルでは評価原理が共有知識では

ないので，この戦略を扱うにはモデルの拡張が
必要である。更に，利己主義原理に社会的効用
関数が引きずられがちであることは，全員一致
が必ずしも望ましいとは限らないことを示唆し
ていよう。従って，この論文では全員一致の社
会的選択が可能となる条件を求めてきたが，そ
の全員一致の現実的な意味を考えるためには，
戦略的操作を防止する誘因両立的なメカニズム
を検討するべきであろう。

注
＊東京大学大学院人文社会系研究科博士課程，日本
学術振興会特別研究員。連絡先:PXHO4145@
nifty.ne・jpoこの論文は，数理社会学会大会におけ
る報告（小林[1998])を基にしています。この論
文を執筆するに当たって，盛山和夫氏，大浦宏邦
氏から推論の方向付けに関するコメントを頂きま
した。また，金井雅之氏，七条達弘氏，杉野勇氏，
樋口直人氏，丸田利昌氏から有益なコメントを頂
きました。ただし，内容への責任は全て執筆者に
あります。なお，この論文は文部省科学研究費の
助成を受けています。
（１）一般に数学的なモデルを用いて演算することに
は，論理展開のあいまいさをなくして，直観から
得られない命題に至り得るという利点がある。そ
のため，数理的研究においては，数学的モデルが
推論の本質として位置づけられている。
（２）多様な評価原理に基づいた全員一致の条件を求
める研究として，流行や噂といった同調行動に関
する閾値モデルがある。例えば石井[1987]や松田
【19961は，世論形成における同調の過程を，同調

４．４．まとめと課題
さて，この論文では，多様な評価原理に基づ

いて繰り返される選好形成において，全員一致
に至る評価原理の組を求めてきた。定理より，
各行為者の効用値を凸結合する評価原理から原
理プロファイルが構成される時，原理プロファ
イル行列が混合的であることが，全ての行為者
が無視されない全員一致の合意が成立するため
の必要十分条件である。その二Oo)BBH産易金
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この時，従来のモデルからは困難とみなされ
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の表明に際して各行為者が異なるいき値を持つと
仮定したモデルを提示した。ただし，いき値モデ
ルでは，選好形成の情報的基礎として意見の分布
のみを仮定しているため，格差原理や利己主義原
理や利他主義原理といった，特定の者に配慮する
評価原理を扱うことができない。
(3)代表的な凸結合原理として次がある。「功利主義
原理」は，ある社会状態に関して，自分も含めた
全行為者に等しく重み付けする。「利己主義原理」
は，前期における自分の効用値のみに着目して今
期の評価とする。「利他主義原理」は，自分以外の
他者に何らかの重み付けをする。その一つである
「権威主義原理」は，自分以外の他者一人に着目す
る。「格差原理」（マクシミン原理）は，前期にお
ける最も不遇な行為者の効用値のみに着目する。

「卓越主義原理」（マクシマクス原理）は，最も,恵
まれた行為者の効用値に着目する。ただし，櫓差
原理と卓越主義原理は，このモデルでは一般的に
一期目と二期目が異なるので扱えない。

(4)このモデルは，従来の社会的選択理論におけ"る
モデルと比べて，次の特徴を持っている。第一，
従来のモデルでは扱えなかった多様な評価原理を，
原理プロファイルとして定式化している。第二，
選好形成が繰り返して行われると捉えることで，
従来の時間が入らないモデルを動学化している。
第三，各行為者が各自の評価原理に基づいて選好
を形成する個人的選択から，社会がこれを情報的
基礎として社会的選択を行うと捉える言わば「二
段階の選択」を想定している。なお，金井[19§'4］
が二段階の選択モデルを詳しく分類している。
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